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【韓国】 集団的自衛権の行使を認める閣議決定を糾弾する決議の採択 
九州大学アジア太平洋未来研究センター助教 菊池 勇次 

（本稿は、海外立法情報課が執筆を依頼したものである。） 

 

＊2014 年 9 月 30 日、韓国国会本会議において、日本政府の集団的自衛権の行使を容認する閣

議決定を糾弾し、過去に対する謝罪と反省を求め、韓国政府の強硬な対応を求めること等を骨

子とする「安倍政権の集団的自衛権行使決定に対する糾弾決議」が全会一致で採択された。 

 

 

1 背景及び経緯 

 2014 年 7 月 1 日、安倍晋三内閣総理大臣が臨時閣議を開き、集団的自衛権の行使容

認を柱とする憲法解釈の変更を閣議決定した。これに対して韓国外交部報道官は同日、

「朝鮮半島の安全保障及び我々の国益に影響を及ぼす事案に関しては、我々の要請及

び同意がない限り、容認することはできない」と述べ、集団的自衛権の行使容認は、

過去に起因する周辺諸国の懸念を解消しつつ、域内の平和と安寧に寄与する方向でな

されるべきとする立場を表明した。  

 次いで、韓国国会北東アジア歴史歪曲対策特別委員会（以下「北東アジア委員会」

という。）は 7 月 4 日の委員会において、集団的自衛権の行使容認問題に関する公聴会

を開くとともに、与野党の委員会幹事（日本の筆頭理事に相当）が文案を作成し、各

委員の意見をとりまとめた「安倍政権の集団的自衛権行使決定に対する糾弾決議案」

を上程した。委員会の審査では質問が出ることもなく直ちに議決され、7 月 7 日に同委

員長を提出者として本会議に送られた。  

 また、国会外交統一委員会も 7 月 11 日の委員会において、同委員会に提出された 3

件の類似決議案を与野党の委員会幹事が協議してとりまとめた「日本政府の憲法解釈

変更を通じた集団的自衛権行使容認の決定に対する糾弾決議案」を上程した。同決議

案は、国連憲章の敵国条項への言及がなく、国際社会と連帯して集団的自衛権の行使

容認に反対し続けることを宣言している点等が北東アジア委員会案と異なるが、その

他は概ね同じ内容である。委員会の審査では、安倍政権に批判的な日本の国会議員と

の交流を強化すべきとの意見が出た以外には、質問が出ることもなく直ちに議決され、

7 月 14 日に同委員長を提出者として本会議に送られた。  

 その後、セウォル号特別法をめぐる与野党の対立から国会の空転が続き、9 月 26 日

に野党欠席のままでも本会議を開くことにしたが、結局、採決を行わないまま散会し

た。これについて国会報道官は、決議案の採決を行わなかった理由について、「（集団

的自衛権及び河野談話検証に関する決議案は）与野党合意の超党派で決議されるべき

ものであり、与党のみで採決された場合、相手国の歪曲と誹謗を招くおそれがあった」

ためであると発表した。9 月 30 日に改めて与野党が出席して開かれた本会議では、外

交統一委員会案は採決せず、北東アジア委員会案のみを採決し、全会一致で採択され
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た（以下筆者翻訳。［］内は筆者による補足。）。  

 

2 決議の全文 

主文  

 大韓民国国会は、日本政府が 6 月 20 日に慰安婦被害者に対して強制性を認めた河野

談話の精神を毀損する目的で、これに対する検証結果を発表したのに続き、わずか 10

日後の 7 月 1 日、日本の交戦権及び武力使用を禁じた平和憲法について、適切な憲法

改正手続も経ず、便宜的な憲法解釈の変更を通じて集団的自衛権の行使容認を決定し、

露骨に軍事大国化の野望を露わにしている安倍政権の相次ぐ挑発に対して深い憂慮と

強い遺憾の意を表する。  

 国連憲章第 53 条の敵国条項の規定により、依然として戦犯国である日本が過去に対

する徹底した贖罪及び真心のこもった反省はおろか、むしろ戦犯を参拝し、歴史教科

書を歪曲し、慰安婦問題の責任を回避し、我が領土である独島［竹島の韓国名］に対

する領土主権を侵害する行為をためらわない状況において、日本政府が集団的自衛権

を行使することは、大韓民国国会として到底容認することができない措置であるとい

う点から、次のとおり決議する。  

1． 大韓民国国会は、日本政府及び安倍政権が過去の侵略行為に対する真心からの謝

罪及び反省がないまま、軍事的野望を露わにし、かつての軍国主義に回帰するため

に集団的自衛権の行使容認を決定したことに対し、強く糾弾する。  

2． 大韓民国国会は、国連憲章第 53 条の規定により、依然として戦犯国である日本

が侵略戦争の事実を認め、これに対する真心からの贖罪と謝罪を通じて過去の歴史

に起因する周辺諸国の疑念と懸念を解消しない限り、日本の集団的自衛権の行使を

絶対に容認することはできないことをはっきりと確認する。  

3． 大韓民国国会は、日本政府及び安倍政権がドイツの歴代首相の事例を教訓とし、

靖国神社に合祀されている戦犯に対する参拝及び美化を中止し、侵略戦争の被害国

及び被害者に対して真心からの謝罪と国家的責任を果たすよう強く求める。  

4． 政府に対しては、日本の集団的自衛権行使容認の決定に対して強硬に反対し、抗

議する意思を伝え、我が国の安全保障と国益に影響を及ぼす事案については、我が

政府の同意がなければ、いかなる場合であっても自衛隊が朝鮮半島に進入すること

はできないことを明らかにし、これについていかなる疑念の余地も生じないようあ

らゆる外交的努力を総動員して強く要求し、確実に要求を貫徹するよう求める。  
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